
法令及び当社定款第18条第２項の規定に基づき、上記事項につきまし
ては、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提
供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第47回定時株主総会招集ご通知に際しての
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・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　当社は、取締役会において、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他会社の業務の適正を確保するための体制について、以下のとおり決議しております。

① 当企業グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
　当企業グループの取締役の諮問機関として、外部委員もメンバーとするコンプライアンス委員会を設
置し、代表取締役社長が委員長を務める。コンプライアンス委員会は、コンプライアンス体制の審議・
承認を行うほか、重要なコンプライアンス上の問題等を審議し、取締役会に上程・報告する。また、法
令上疑義のある行為等について、使用人が直接情報提供を行う手段として、外部弁護士を窓口とするコ
ンプライアンスホットラインを設置し、運用する。
　当企業グループは、反社会的勢力による不当請求に対し、組織全体で毅然とした態度で対応し、これ
ら勢力との取引関係ほか一切の関係を遮断する体制を整備する。

② 当企業グループの取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
　当企業グループは、法令及び「文書取扱規程」等社内規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文
書又は電磁媒体（以下、文書等という。）に記録し、適切に保存及び管理する。取締役は、常時これら
の文書等を閲覧できるものとする。

③ 当企業グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当企業グループは、「リスク管理規程」に基づき、当企業グループにおいて発生し得るリスクの発生
防止に係る管理体制の整備及び発生したリスクへの対応等を行う。
　コンプライアンス、環境、災害、品質等に係るリスクについては、それぞれの担当部署にて、研修の
実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、新たに生じたリスクへの対応が必要な場合は、速や
かに対応責任者を定める。また、「リスク管理規程」に基づき、リスク管理委員会を設置する。

④ 当企業グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制
　取締役会は、原則毎月１回に加え、必要に応じて適宜臨時に開催し、法令で定められた事項及び重要
事項の審議・決定を行う。
　当企業グループの取締役及び使用人が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図るとともに、目標
達成に向け各部門が実施する具体的な目標、効率的な施策を定め、その結果を取締役会が定期的に検証
する。

⑤ 当企業グループにおける業務の適正性を確保するための体制
　当社の内部監査室は、子会社に対して、原則年に１回以上の内部監査を実施し、必要に応じて指示・
勧告を行う。また、経営企画室は、「関係会社管理規程」に従い、子会社の管理・監督を行いつつ、子
会社の業務内容の定期的な報告を受け、重要案件についてはその内容について事前協議を行い、取締役
会に報告する。
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⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体
制、当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性及び当該使用人に対する指示
の実効性の確保に関する事項
　当社の監査等委員会は、内部監査の所管部署である内部監査室所属の使用人に必要な事項を命令する
ことができる。監査等委員会により、監査業務に必要な命令を受けた当企業グループの使用人は、その
命令に関して取締役（監査等委員である取締役を除く）等の指揮命令を受けない。当該使用人に関し、
監査等委員会の指揮命令に従う旨を当企業グループの取締役及び使用人に周知徹底する。

⑦ 当企業グループの監査等委員会への報告に関する体制
　当企業グループの取締役（監査等委員である取締役を除く）又は使用人は、監査等委員会に対して、
法定の事項に加え、当企業グループに重要な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアン
スホットラインの通報状況及びその内容を速やかに報告するものとする。監査等委員会への報告を行っ
た当企業グループの取締役（監査等委員である取締役を除く）又は使用人に対し、そのことを理由とし
て不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当企業グループの取締役及び使用人に周知徹底する。

⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　当社の監査等委員会は、代表取締役社長、監査法人と定期的に意見交換を行う。
　当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、
当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理
する。

⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は、当企業グループの財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告
書の有効かつ適切な提出に向けた内部統制システムの構築を行い、その仕組みが適正に機能することを
継続的に評価し、不備があれば必要な是正を行うことにより、金融商品取引法及びその他関係法令等の
適合性を確保する体制を整備する。

　上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、次のとおりです。
① 法令遵守体制

　法令及び各種社内規程の違反状況について、各所管部署より法令遵守担当執行役員に対し適切に報告
がなされ、適正に対応いたしました。また、インサイダー取引の発生を未然に防止するため、インサイ
ダー取引規制に関する情報発信を定期的に実施いたしました。

② リスク管理体制
　リスク管理委員会において、各所管部署から報告された戦略リスク、業務プロセスリスク及び不正リ
スクなどのレビューを実施して全社的な情報共有に努めたほか、取締役会において、リスク管理委員長
から当該リスクの管理状況について報告いたしました。
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③ グループ会社経営管理体制
　グループ会社の経営管理につきましては、主に経営企画室長が統括しております。経営企画室長は、
毎月開催される定例取締役会においてグループ各社の業績及び営業状況を報告しております。なお、内
部監査室は内部監査計画に基づき、監査等委員会と連携してグループ各社の内部監査を実施いたしまし
た。また、取締役会の実効性につき評価を行い、その結果に基づき、取締役会の改善に努めました。

④ 財務報告に係る内部統制
　財務報告に係る内部統制につきましては、当企業グループの事業環境に関わる様々なリスクの評価を
行い、内部統制が有効かつ継続的に機能するよう、統制環境の整備、統制活動の推進及びモニタリング
等を実施いたしました。

⑤ 内部監査
　内部監査室が作成した内部監査基本計画に基づき、当企業グループ各社の内部監査を実施いたしまし
た。
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（自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 8 月31日）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当期首残高 50,000 2,207,981 1,153,251 △505,210 2,906,021
当期変動額

剰余金の配当 △44,403 △44,403
親会社株主に帰属する
当期純利益 562,006 562,006

自己株式の処分 △16,554 31,417 14,863
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 － △16,554 517,602 31,417 532,465
当期末残高 50,000 2,191,427 1,670,853 △473,792 3,438,487

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 698 230,151 230,849 3,136,871
当期変動額

剰余金の配当 △44,403
親会社株主に帰属する
当期純利益 562,006

自己株式の処分 14,863
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 1,136 25,252 26,388 26,388

当期変動額合計 1,136 25,252 26,388 558,854
当期末残高 1,834 255,403 257,238 3,695,726

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
連結子会社の数　　　　　　13社
主要な連結子会社の名称　　株式会社クラウディア

株式会社クラウディアコスチュームサービス
内田写真株式会社
青島瑪莎礼服有限公司
VIETNAM KURAUDIA CO.,LTD.
KURAUDIA USA.LTD.

　　青島瑪莎商貿有限公司は、清算により連結の範囲から除外しております。
⑵　持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社は存在しないため、持分法は適用しておりません。
⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項

事業年度末日と連結決算日との差異が３カ月を超える連結子会社については、正規の決算に準ずる仮決算
を行っております。青島瑪莎礼服有限公司の事業年度末日は12月31日であり、連結計算書類作成にあた
っては、６月30日を仮事業年度末日とする計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につ
い て は 、 連 結 上 必 要 な 調 整 を 行 っ て お り ま す 。 ま た 、VIETNAM KURAUDIA CO.,LTD.、
KURAUDIA USA.LTD.及びKURAUDIA GUAM.INC.の事業年度末日は６月30日であり、連結決算日
との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。残りの９社の事業年度末日
は、連結決算日と同一の８月31日であります。

⑷　会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
　　　　　　　　　　　　　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。）
・市場価格のない株式等　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産
商品及び製品・仕掛品・貯蔵品 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定しております。）
原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
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イ．有形固定資産
（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は定額法
を採用しております。ただし、当社及び国内連結子会社は、レンタル
衣裳、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法を採用しております。

ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

価切下げの方法により算定しております。）
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

ハ．リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用して
おります。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 当社及び国内連結子会社は、債権の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。ま
た、在外連結子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を
計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上してお
ります。

ハ．役員賞与引当金 役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しており
ます。

④ 収益及び費用の計上基準
当企業グループは、ブライダル事業の単一セグメントでありますが、事業部門はホールセール事業部門
とコンシューマー事業部門とに分類されます。
両部門とも顧客との契約に基づき、商品及びサービスの提供を行う義務を負っております。その対価に
は変動対価に該当するものはなく、商品及びサービスに関する保証等の義務もありません。
ホールセール事業部門の履行義務の充足時点については、基本的に引き渡しの時点としております。こ
れは、引き渡し時点で、顧客が当該商品に対する支配を獲得し、顧客から取引対価の支払を受ける権利
を得ていると判断しているためであります。また、一部のレンタル取引に関しての履行義務は、一定期
間にわたり充足されることから、サービスの提供期間にわたり収益を認識しております。なお、履行義
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務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１年以内に受領しており、重大な
金融要素は含んでおりません。
コンシューマー事業部門の履行義務の充足時点については、基本的に挙式日の時点としております。こ
れは挙式の施行により、商品の引き渡し及びサービスの提供が完了し、顧客から取引対価の支払を受け
る権利を得ていると判断しているためであります。ただし、アルバムなど一部商品については納品が挙
式日後となることから、納品の時において履行義務を充足しております。国内挙式及びリゾート挙式に
関する対価は挙式日前に前受金として受領しておりますが、挙式日後の受領に関しても、概ね１カ月以
内に受領しており、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素は含まれておりません。
また、ホテル・結婚式場等との業務提携による衣裳取扱、写真・映像・美容等に対する対価及び一部の
リゾート挙式に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね半年以内に受領してお
り、重大な金融要素は含んでおりません。

⑤ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
イ．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘
定に含めております。

ロ．のれんの償却に関する事項
3～10年の定額法により償却を行っております。ただし、金額的に重要性が乏しい場合には、発生年度
に全額償却しております。
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繰延税金資産（連結計算書類計上額） 281,927千円
繰延税金資産（繰延税金負債と相殺前） 324,610千円

繰延税金負債（連結計算書類計上額） 191千円
繰延税金資産（繰延税金負債と相殺前） 124,200千円

２．会計上の見積りに関する注記
⑴　固定資産の減損

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　  4,661,253千円
減損損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　94,464千円
（うち、有形固定資産から生じた減損損失）　　92,469千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ．算出方法

当企業グループは、事業用資産については会社単位を基礎としつつ、コンシューマー事業部門について
は、事業拠点を勘案し、グルーピングを行っております。また、福利厚生施設等については、独立した
キャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。
固定資産のうち減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッ
シュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。判定の
結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要と判断された場
合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額
の減少額は減損損失として認識されます。

ロ．主要な仮定
割引前将来キャッシュ・フローを算出するにあたっては、事業計画に基づいて見積りを行っており、主
要な仮定は結婚式の予測組数及び売上高の成長率であります。

ハ．翌年度以降の連結計算書類に与える影響
新型コロナウイルス感染症の影響については、依然として不透明な状況が続いておりますが、2022年
の春以降、ブライダルマーケットは緩やかな回復傾向にあります。この流れを受けて国内挙式市場は、
当該影響は残るものの引き続き市場の緩やかな回復が続くものとして、また海外挙式市場は、2024年
８月期の一定期間にわたり当該影響が継続するとの仮定をおき、会計上の見積りを行っております。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響は不確定要素が多く、この仮定が見込まれなくなった場合に
は、当企業グループの経営成績等に重要な影響を与える可能性があります。

⑵　繰延税金資産の回収可能性
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
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担保権の種類
担保に供している資産 担保付債務
種類 金額 内容 金額

根抵当権
建物及び構築物

土地
209,757千円
605,759千円

短期借入金
１年内返済予定の長期借入金
長期借入金

300,000千円
435,716千円

1,267,812千円
計 815,517千円 計 2,003,528千円

抵当権
建物及び構築物

土地
166,002千円
714,749千円

１年内返済予定の長期借入金
長期借入金

300,000千円
2,025,000千円

計 880,751千円 計 2,325,000千円
合計 1,696,269千円 合計 4,328,528千円

根抵当権と抵当権の両方が付されている借入金 △1,162,500千円
合計 3,166,028千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 5,974,231千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ．算出方法

当企業グループは将来の一時差異等加減算前課税所得を考慮して、回収可能と判断した金額を繰延税金
資産として計上しております。

ロ．主要な仮定
将来の一時差異等加減算前課税所得の見積りは、事業計画に基づいて見積りを行っており、主要な仮定
は連結子会社については結婚式の予測組数や、衣裳の予測販売数量であり、親会社については、主に連
結子会社からの賃料収入及び経営指導料の過去実績の推移を踏まえた成長率であります。

ハ．翌年度以降の連結計算書類に与える影響
新型コロナウイルス感染症の影響については、依然として不透明な状況が続いておりますが、2022年
の春以降、ブライダルマーケットは緩やかな回復傾向にあります。この流れを受けて国内挙式市場は、
当該影響は残るものの引き続き市場の緩やかな回復が続くものとして、また海外挙式市場は、2024年
８月期の一定期間にわたり当該影響が継続するとの仮定をおき、会計上の見積りを行っております。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響は不確定要素が多く、この仮定が見込まれなくなった場合に
は、当企業グループの経営成績等に重要な影響を与える可能性があります。

３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

※根抵当権極度額は1,640,000千円であります。
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株式の種類 当連結会計年度末株式数

普通株式 9,689,200株

普通株式 777,543株

決　議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2022年11月29日
定時株主総会 普通株式 26,580 ３ 2022年８月31日 2022年11月30日

2023年３月31日
取締役会 普通株式 17,823 ２ 2023年２月28日 2023年５月９日

決議予定 株式の種類 配当金の総額
(千円) 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基準日 効力発生日

2023年11月28日
定時株主総会 普通株式 44,558 利益剰余金 ５ 2023年８月31日 2023年11月29日

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

⑵　自己株式の数に関する事項
連結決算日における自己株式の数

⑶　剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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連結貸借対照表計上額
(千円)

時 価
(千円)

差 額
(千円)

⑴受取手形及び売掛金
貸倒引当金(＊２)

787,054
△2,978

784,075 784,075 －

⑵投資有価証券
その他有価証券(＊３) 17,118 17,118 －

⑶差入保証金
貸倒引当金(＊２)

2,478,214
△38,158

2,440,056 2,275,560 △164,495

資産計 3,241,249 3,076,753 △164,495

⑷長期借入金(＊４) 3,900,128 3,890,795 △9,332

負債計 3,900,128 3,890,795 △9,332

５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当企業グループは、事業活動に必要な資金を主として銀行借入により調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスクの管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当該リスクについて
は、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うことにより軽減を図っております。
差入保証金は、主に店舗や挙式施設の賃貸契約に伴うものであり、預託先の信用リスクに晒されており
ますが、当該リスクについては、預託先の信用状況の調査等を行うことにより軽減を図っております。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが３カ月以内の支払期日であります。また、一部外貨建のもの
については、為替の変動リスクに晒されておりますが、当該リスクについては、通貨別月別に把握する
などの方法により軽減を図っております。
長期借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。変動金利の借入金は、金利
の変動リスクに晒されておりますが、当該リスクについては、金融機関ごとの借入金利の一覧表を作成
し、借入金利の変動状況をモニタリングすることで軽減を図っております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
2023年８月31日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

(＊１)「現金及び預金」「買掛金」「短期借入金」「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間
で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
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区分 連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 3,000

合計 3,000

1年以内(千円) 1年超5年以内(千円) 5年超(千円)

受取手形及び売掛金 787,054 － －

差入保証金 35,552 769,020 1,673,642

合計 822,606 769,020 1,673,642

1年以内
(千円)

1年超
2年以内
(千円)

2年超
3年以内
(千円)

3年超
4年以内
(千円)

4年超
5年以内
(千円)

5年超
(千円)

短 期 借 入 金 1,575,000 － － － － －

長 期 借 入 金 936,644 697,000 394,664 349,680 349,680 1,172,460

合 計 2,511,644 697,000 394,664 349,680 349,680 1,172,460

(＊２)受取手形及び売掛金並びに差入保証金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しておりま
す。

(＊３)市場価格のない株式等は「⑵投資有価証券」には含まれておりません。((注１)をご参照ください。)
(＊４)長期借入金は１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
(注１)市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額

(注２)金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

(注３)借入金の連結決算日後の返済予定額

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。

レベル１の時価:観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当
該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価:観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価
の算定に係るインプットを使用して算定した時価

レベル３の時価:観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
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時価(千円)
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他有価証券
上場株式 17,118 － － 17,118

資産計 17,118 － － 17,118

時価(千円)
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形及び売掛金 － 784,075 － 784,075

差入保証金 － 2,275,560 － 2,275,560

資産計 － 3,059,635 － 3,059,635

長期借入金 － 3,890,795 － 3,890,795

負債計 － 3,890,795 － 3,890,795

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を
レベル１の時価に分類しております。

受取手形及び売掛金
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味し

た利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
差入保証金

差入保証金の時価は、一定の期間ごとに分類し、そのキャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に準
じた利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)
長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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事業部門
一時点で移転
される財又は

サービス

一定の期間にわ
たり移転される
財又はサービス

顧客との契約
から生じる収益

その他
の収益 合計

ホールセール事業部門 2,139,825 169,776 2,309,602 － 2,309,602
製・商品売上高 1,131,095 － 1,131,095 － 1,131,095
レンタル収入等 1,008,729 169,776 1,178,506 － 1,178,506

コンシューマー事業部門 9,211,956 － 9,211,956 － 9,211,956
衣裳取扱収入 2,820,965 － 2,820,965 － 2,820,965
リゾート挙式売上高 1,397,688 － 1,397,688 － 1,397,688
式場運営収入 2,850,820 － 2,850,820 － 2,850,820
写真・映像・美容等売上高 2,142,482 － 2,142,482 － 2,142,482

合計 11,351,782 169,776 11,521,559 － 11,521,559

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 621,359

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 787,054

契約負債（期首残高） 360,139

契約負債（期末残高） 496,873

６．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、次のとおりであります。
(単位:千円)

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「⑷　会計方針に関する事項　④　収
益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約負債の残高等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

② 残存履行義務に配分した取引価格
当企業グループにおいて、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引を認識していないため、残存

履行義務に関する情報は開示しておりません。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含
まれていない重要な金額はありません。
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⑴　１株当たり純資産額 414円71銭
⑵　１株当たり当期純利益 63円18銭

７．１株当たり情報に関する注記

８．その他の注記
（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響）
新型コロナウイルス感染症の影響については、依然として不透明な状況が続いておりますが、2022年

の春以降、ブライダルマーケットは緩やかな回復傾向にあります。この流れを受けて国内挙式市場は、当
該影響は残るものの引き続き市場の緩やかな回復が続くものとして、また海外挙式市場は、2024年８月
期の一定期間にわたり当該影響が継続するとの仮定をおき、会計上の見積りを行っております。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響は不確定要素が多く、この仮定が見込まれなくなった場合に
は、当企業グループの経営成績等に重要な影響を与える可能性があります。
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（自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 8 月31日）

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合計別途

積立金
固定資産

圧縮積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 50,000 50,000 2,157,981 2,207,981 26,900 1,038,000 216,438 △730,829 550,508

当期変動額

剰余金の配当 △44,403 △44,403

当期純利益 49,749 49,749
固定資産圧縮
積立金の取崩 △1,903 1,903 －

自己株式の処分 △16,554 △16,554 －
株主資本以外の
項目の当期変動額
(純額)

当期変動額合計 － － △16,554 △16,554 － － △1,903 7,249 5,346

当期末残高 50,000 50,000 2,141,427 2,191,427 26,900 1,038,000 214,535 △723,579 555,855

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産 合 計自己株式 株主資本合計 そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
当期首残高 △505,210 2,303,279 698 2,303,977

当期変動額

剰余金の配当 △44,403 △44,403

当期純利益 49,749 49,749
固定資産圧縮
積立金の取崩 － －

自己株式の処分 31,417 14,863 14,863
株主資本以外の
項目の当期変動額
(純額)

1,136 1,136

当期変動額合計 31,417 20,209 1,136 21,346

当期末残高 △473,792 2,323,489 1,834 2,325,323

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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イ．有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。

ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

個　別　注　記　表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

　　　　　　　　　　　　　　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定しております。）

・市場価格のない株式等　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法

⑶　引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上して
おります。

ハ．役員賞与引当金 役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上してお
ります。

⑷　収益及び費用の計上基準
当社は、グループ会社への経営指導及び管理事務受託等の役務を提供しております。また、主としてグルー
プ会社への不動産等の賃貸を行っております。当該履行義務は、一定期間にわたり充足されることから、サ
ービスの提供期間にわたり収益を認識しております。

⑸　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。
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２．会計上の見積りに関する注記
⑴　固定資産の減損

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
有形固定資産 3,177,422千円
減損損失 1,995千円
（うち、有形固定資産から生じた減損損失） －千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ．算出方法
　当社は、賃貸不動産及び遊休資産については、それぞれの物件ごとにグルーピングを行っておりま
す。また、福利厚生施設等については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産
としております。
　固定資産のうち減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャ
ッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。判定
の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要と判断された
場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価
額の減少額は減損損失として認識されます。
ロ．主要な仮定
　割引前将来キャッシュ・フローを算出するにあたっては、事業計画に基づいて見積りを行っており、
主要な仮定は主に連結子会社からの賃料収入及び経営指導料の過去実績の推移を踏まえた成長率であり
ます。
ハ．翌年度以降の計算書類に与える影響

新型コロナウイルス感染症の影響については、依然として不透明な状況が続いておりますが、2022年
の春以降、ブライダルマーケットは緩やかな回復傾向にあります。この流れを受けて国内挙式市場は、当
該影響は残るものの引き続き市場の緩やかな回復が続くものとして、また海外挙式市場は、2024年８月
期の一定期間にわたり当該影響が継続するとの仮定をおき、会計上の見積りを行っております。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響は不確定要素が多く、この仮定が見込まれなくなった場合に
は、当企業グループの経営成績等に重要な影響を与える可能性があります。
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繰延税金資産（計算書類計上額） 237千円
繰延税金資産（繰延税金負債と相殺前） 124,200千円

⑵　繰延税金資産の回収可能性
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ．算出方法
　当社は将来の一時差異等加減算前課税所得を考慮して、回収可能と判断した金額を繰延税金資産とし
て計上しております。
ロ．主要な仮定
　将来の一時差異等加減算前課税所得は、事業計画に基づいて見積りを行っており、主要な仮定は主に
連結子会社からの賃料収入及び経営指導料の過去実績の推移を踏まえた成長率であります。
ハ．翌事業年度の計算書類に与える影響

新型コロナウイルス感染症の影響については、依然として不透明な状況が続いておりますが、2022年
の春以降、ブライダルマーケットは緩やかな回復傾向にあります。この流れを受けて国内挙式市場は、
当該影響は残るものの引き続き市場の緩やかな回復が続くものとして、また海外挙式市場は、2024年８
月期の一定期間にわたり当該影響が継続するとの仮定をおき、会計上の見積りを行っております。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響は不確定要素が多く、この仮定が見込まれなくなった場合に
は、当企業グループの経営成績等に重要な影響を与える可能性があります。
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⑴　関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 139千円
短期金銭債務 38,237千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 2,944,661千円

担保権の種類
担保に供している資産 担保付債務
種類 金額 内容 金額

根抵当権
建物及び構築物

土地
148,485千円
452,000千円

短期借入金
１年内返済予定の長期借入金
長期借入金

300,000千円
435,716千円

1,267,812千円
計 600,485千円 計 2,003,528千円

抵当権
建物及び構築物

土地
166,002千円
714,749千円

１年内返済予定の長期借入金
長期借入金

300,000千円
2,025,000千円

計 880,751千円 計 2,325,000千円
合計 1,481,237千円 合計 4,328,528千円

根抵当権と抵当権の両方が付されている借入金 △1,162,500千円
合計 3,166,028千円

⑶　担保に供している資産

※根抵当権極度額は1,040,000千円であります。

営業収益 824,058千円
その他営業取引の取引高
営業取引以外の取引による取引高

15,143千円
30,240千円

３．貸借対照表に関する注記

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
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普通株式 777,543株

貸倒引当金 10,350千円
賞与引当金 2,844千円
役員賞与引当金 7,799千円
長期未払金 139,121千円
株式報酬費用 13,715千円
減価償却資産等償却限度超過額（土地を除く減損損失を含む） 68,090千円
資産除去債務 42,778千円
関係会社株式評価損 477,978千円
関係会社出資金評価損 94,625千円
投資有価証券評価損 7,934千円
減損損失（土地） 28,534千円
税務上の繰越欠損金 53,150千円
その他 9,908千円
繰延税金資産小計 956,834千円
評価性引当額 △832,634千円
繰延税金資産合計 124,200千円

固定資産圧縮積立金 112,999千円
資産除去債務に対応する除去費用 9,997千円
その他 966千円
繰延税金負債合計 123,963千円
繰延税金資産（負債）の純額 237千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末日における自己株式の数

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

（繰延税金負債）
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種類 会社等の名称
議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割 合 ( ％ )

関 係 内 容
取引の内容 取 引 金 額

( 千 円 ) 科目 期 末 残 高
( 千 円 )役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

子会社

株式会社クラウデ
ィア

所有
直接100.0 ３名

経営管理
資金の援助
不動産等の
賃貸

資 金 の 貸 付
資 金 の 回 収
債 務 被 保 証
業 務 委 託 手 数 料
不 動 産 等 の 賃 貸

100,000
200,000

2,850,000
210,000
133,920

関 係 会 社
短期貸付金

－
－
－
－

400,000
－
－
－
－

株式会社クラウデ
ィアコスチューム
サービス

所有
直接100.0 ４名

経営管理
資金の援助
不動産等の
賃貸

資 金 の 貸 付
資 金 の 回 収
債 務 被 保 証
業 務 委 託 手 数 料
不 動 産 等 の 賃 貸
利 息 の 受 取

200,000
200,000

2,000,000
138,240
145,440
15,495

関 係 会 社
短期貸付金

－
－
－
－
－

1,600,000
－
－
－
－
－

株式会社クラウデ
ィア沖縄

所有
間接100.0 ２名

経営管理
不動産等の
賃貸

不 動 産 等 の 賃 貸 84,000 － －

KURAUDIA 
USA.LTD.

所有
直接100.0 ２名

経営管理
不動産等の
賃貸

資 金 の 貸 付 102,130
関 係 会 社
短期貸付金
関 係 会 社
長期貸付金

10,213

91,916

株式会社エミード
レス

所有
間接100.0 １名 資金の援助 資 金 の 貸 付 35,000 関 係 会 社

短期貸付金 50,000

内田写真株式会社 所有
直接100.0 ２名 経営管理

資金の援助
資 金 の 回 収
利 息 の 受 取
担 保 の 受 入

80,000
7,798

600,000

関 係 会 社
短期貸付金

－
－

720,000
－
－

株式会社梅花ブラ
イダル

所有
間接100.0 ２名 資金の援助 資 金 の 回 収 80,000 関 係 会 社

短期貸付金 70,000

７．関連当事者との取引に関する注記

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
① 不動産等の賃貸については、近隣の相場をもとに交渉の上決定しております。
② 資金の貸付については、市場金利を参考にして利率を決定しております。
③ 担保提供については、銀行借入に対して行ったものであり、建物及び土地計215,031千円を担保として受け入れておりま

す。
④ 株式会社エミードレスへの関係会社短期貸付金に対し、合計30,000千円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年

度においては合計15,000千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。
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⑴　１株当たり純資産額 260円93銭
⑵　１株当たり当期純利益 5円59銭

８．１株当たり情報に関する注記

９．連結配当規制適用会社に関する注記
　当社は連結配当規制適用会社であります。

1０．その他の注記
（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響）
新型コロナウイルス感染症の影響については、依然として不透明な状況が続いておりますが、2022年

の春以降、ブライダルマーケットは緩やかな回復傾向にあります。この流れを受けて国内挙式市場は、当
該影響は残るものの引き続き市場の緩やかな回復が続くものとして、また海外挙式市場は、2024年８月
期の一定期間にわたり当該影響が継続するとの仮定をおき、会計上の見積りを行っております。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響は不確定要素が多く、この仮定が見込まれなくなった場合に
は、当企業グループの経営成績等に重要な影響を与える可能性があります。
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